
シンポジウム

成長戦略の一環として，上場会社をはじめとする企業において女性役員を登用することが
推奨され，女性弁護士にはその給源として大きな期待がかけられています。

本シンポジウムでは，政府の要請を受けて，各地の弁護士会において作成が進められてい
る女性弁護士社外役員候補者名簿を御案内するとともに，政府や経営者が女性弁護士に何を
期待しているのか，また，実際に社外役員に就いている女性弁護士がどのような活動をして
いるのかを御紹介いたします。シンポジウム終了後には，ネットワーキングの場として懇親

１８：００～１９：３０（開場１７：３０）１８：００～１９：３０（開場１７：３０）

会も予定しております。多数の皆様の御参加をお待ちしております。

【【アクセスアクセス】】
東京メトロ 丸の内線・日比谷線・千代田線
「霞ヶ関駅」（Ｂ１-b出口） 徒歩１分
東京メトロ 有楽町線
「桜田門駅」（５番出口） 徒歩８分

プログラム（予定）

■基調報告
〈テーマ〉
女性弁護士社外役員名簿について

「桜田門駅」（５番出口） 徒歩８分
都営地下鉄 三田線「日比谷駅」 徒歩１０分

女性弁護士社外役員名簿について

〈報告者〉
石田法子（日本弁護士連合会副会長・大阪弁護士会会長）

■パネルディスカッション
〈コーディネーター〉
市毛由美子（弁護士・日弁連男女共同参画推進本部事務局員）

主催 日本弁護士連合会
共催 東京弁護士会 第一東京弁護士会 第二東京弁護士会 大阪弁護士会

市毛由美子（弁護士 日弁連男女共同参画推進本部事務局員）

〈パネリスト〉
北城恪太郎氏（日本アイ・ビー・エム株式会社相談役，経済同友会終身幹事）
大地直美氏（内閣府男女共同参画局推進課長）
佐貫葉子氏（弁護士・株式会社りそなホールディングス社外取締役，

明治ホールディングス株式会社社外取締役）
熊谷真喜氏（弁護士・いちごグループホールディングス株式会社社外取締役）

お問い合わせ：日弁連人権部人権第二課 ０３－３５８０－９５０９

熊谷真喜氏（弁護士・いちごグループホールディングス株式会社社外取締役）
金野志保氏（弁護士・ヤフー株式会社元社外監査役，

アドバンスト・ソフト・マテリアルズ株式会社監査役，
NPO法人日本コーポレート・ガバナンス・ネットワーク監事）

主催：日本弁護士連合会 共催(予定)：東京弁護士会 第一東京弁護士会 第二東京弁護士会 大阪弁護士会



申込期限 ２０１４年１２月１２日（金） 

FAX 送信先：０３－３５８０－２８９６ 日本弁護士連合会  人権部人権第二課  行  

女性弁護士と語るコーポレート・ガバナンス

１ 氏名・連絡先（懇親会のみ御参加の場合も御記入ください。） 

名前     

～取締役会
ボ ー ド

に新しい風を入れませんか～  

電話番号  

御所属・役職 

（ 弁 護 士 は 所 属 弁 護

士会・登録番号） 

 

メールアドレス  
 

２ シンポジウム・懇親会への参加の御希望（〇をつけてください。）２ シンポジウム 懇親会 の参加の御希望（〇をつけてください。） 

【１２月２２日（月）午後６時～午後７時３０分 

於 弁護士会館２階講堂クレオＡ】

シンポジウム（参加費：無料）－定員２００名 

参加 ・ 不参加 

【１２月２２日（月）午後７時４５分～ 

於 弁護士会館１０階１００３会議室】 参加 ・ 不参加 

懇親会（参加費：５，０００円）－定員１００名 

※ 一時保育を御希望の方は，12 月 12 日までに，お問合せ先までご連絡ください。 
 

３ お申込方法・注意事項 

◆ 本用紙に必要事項をご記入いただき，2014 年 12 月 12 日までに，FAX 送信でお申し込み

ください。[FAX 送信先：03-3580-2896]  

◆ 懇親会のみ御参加いただくこともできます。 

◆ 参加申込受付は シ ポジウム 懇親会とも 定員 なり次第締め切ら ただきま◆ 参加申込受付は，シンポジウム・懇親会ともに定員になり次第締め切らせていただきま

す。申込期限前に締切となる可能性がございますので，お早めにお申し込みください。 

◆ シンポジウムについては，申込状況により，第二会場を御案内する可能性がございます。 

◆ 懇親会費は当日受付でお支払いください（お釣りが生じないよう御協力をお願いいたし

ます。）。 
 

４ 個人情報 

 御提供いただいた個人情報は，日本弁護士連合会のプライバシーポリシーに従い厳重に管理

いたします また 当連合会では 本シンポジウムの内容を記録し 成果普及に利用するたいたします。また，当連合会では，本シンポジウムの内容を記録し，成果普及に利用するた

め，会場での写真・映像撮影及び録音を行っております。撮影した写真・映像及び録音した

内容は，当連合会の会員向け研修，一般向けの書籍等に掲載する可能性があるほか，当連合

会のホームページ，パンフレット等にも使用させていただくことがあります。報道機関によ

る取材が行われる場合，撮影された映像・画像はテレビ・新聞等の各種媒体に使用されるこ

とがあります。撮影に支障がある方は，当日，担当者にお申し出下さい。 
 

５ お問合せ先   日本弁護士連合会人権部人権第二課 TEL03-3580-9509 


